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松 行 康 夫 教 授 履 歴 書 
 
平成20年１月８日現在 
生    年 昭和12年生まれ 
 
学 歴 
昭和37年３月 電気通信大学電気通信学部通信経営学科卒業 
 （工学士） 
昭和42年３月 国際基督教大学大学院行政学研究科修士課程修了 
 （行政学修士） 
昭和60年３月 慶應義塾大学学術博士 
 
職 歴 
昭和37年４月 国際基督教大学助手教養学部に採用 
昭和42年４月 国際基督教大学助手計算センターに採用 
昭和44年５月 東京農工大学講師工学部に採用（生産管理論等担当） 
昭和45年５月 東京農工大学助教授工学部に昇任（工業経営論等担当） 
昭和46年５月 東京農工大学大学院工学研究科修士課程工業経営特論等担当 
昭和52年９月 ペンシルベニア大学客員研究員（文部省長期在外研究員） 
 （昭和53年９月まで） 
平成元年４月 東京農工大学大学院工学研究科電子情報工学専攻修士課程 
 管理情報工学特論、管理情報工学研究指導担当（改組による） 
平成元年４月 東京農工大学大学院工学研究科電子情報工学専攻知能・情報工学講座博士後期課程
設置により情報社会工学特論、研究指導等担当 
平成２年４月 東京農工大学工学部電子情報工学科情報工学講座教授に昇任（改組による） 
 （工業経営論、システム管理論等担当） 
平成２年４月 東京農工大学工学部数理情報工学科教授（学科名称変更による） 
平成３年５月 東洋大学経営学部経営学科教授に採用 
 （経営学総論、意思決定論等担当）（現在に至る） 
平成４年４月 東洋大学大学院経営学研究科経営学専攻修士課程担当 
 （経営管理特論等担当） 
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平成４年４月 東洋大学経営学部第一部経営学科主任（平成５年３月まで） 
平成９年４月 東洋大学大学院経営学研究科経営学専攻修士課程担当 
 （経営管理特論、経営管理演習、経営管理研究指導担当） 
平成11年４月 東洋大学大学院経営学研究科経営学専攻博士後期課程設置により、 
経営管理論特殊研究、経営管理論研究指導担当専任教員に就任（現在に至る） 
平成12年４月 東洋大学経営学部第一部経営学科主任（平成13年３月まで） 
平成13年４月 東洋大学経営研究所所長（改組により平成14年６月まで） 
平成16年４月 東洋大学現代社会総合研究所長（平成18年３月まで） 
平成16年４月 東洋大学経営力創成研究センター・プロジェクト・サブリーダー（現在に至る） 
平成20年３月 東洋大学経営学部教授満期定年退職（予定） 
 
受 賞 歴 
平成５年９月 日本計画行政学会学会賞論文賞受賞 
平成14年10月 日本地域学会学会賞著作賞受賞 
平成17年３月 日本ナレッジ・マネジメント学会研究奨励賞受賞 
 
学会活動（学会役員等） 
昭和56年―現在    公益事業学会評議員 
昭和59年―現在    地方自治経営学会理事 
昭和64年―平成17年  日本社会情報学会理事、常任理事 
昭和64年―現在    日本交渉学会理事、学会誌編集委員長 
平成４年―平成５年、平成14年 
           オフィスオートメーション学会理事 
           同上学会第44回全国大会実行委員長 
平成４年―平成６年、平成８年―現在 
           日本地方自治研究学会理事 
平成５年―現在    日本地域学会監事、理事、広報委員会副委員長 
平成６年―現在    日本計画行政学会理事、常務理事、副会長 
平成14年―現在    地球マネジメント学会理事 
 
以上 
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松行康夫教授研究業績要覧（昭和39年４月～平成20年３月） 
 
学位論文 
松行康夫：『地域計量経済モデルによる地方自治経営制御政策に関する研究―近郊都市としての三鷹
市の事例研究―』、慶応義塾大学学術博士学位論文、昭和60年３月。 
 
著書・翻訳書等 
Ｒ. バーノン著、蝋山政道監修、一瀬智司・片桐達夫・松行康夫・中村紀一・直江重彦･早川嘉春・
綿田弘子分担訳：『大都市の将来』、東京大学出版会、昭和43年８月。 
 
A. C. ホガット・F. E. バルダーストン共編、安田寿明・松行康夫・一楽信雄・野村弘光共訳：『シミ
ュレーション･モデル ―行動科学への理論と応用―』、１-350頁、丸善、昭和44年10月。 
 
米国大統領科学諮問委員会編、藤沢袈裟利・松行康夫共訳著：『電子計算機教育の基本構想―米国
大統領科学諮問委員会報告書―』、丸善、昭和45年２月。 
 
相島敏夫監修、伊佐喬三・合田周平・水野肇・相島敏夫・宮崎聖之・山口雅弘・新井進・毛利圭太
郎・戸田保一・星野三郎・秋国準一・細川明・西山喜雄・児玉晃・松行康夫・林知己夫・細谷千博
共著：『コンピュータへの限りなき挑戦』、１-335頁、コンピュータ・エージ社。 
 
久武雅夫・佐藤信吉・藤沢袈裟利・飯原慶雄・河村良吉・瀬名貞利・津村英文・野村孝之助・藤田
忠・松行康夫共著：『経営数学小辞典』、中央経済社、昭和45年８月。 
 
久武雅夫監修、松行康夫著：『コンピュータ―原理と応用―』、日本マネジメントスクール、昭和47
年１月。 
 
A. ラルストン・H. S. ウィルフ共編著、久武雅夫監訳、藤沢袈裟利・藤田忠・久武雅夫・百海正一・
池沢茂樹・片岡信二・松行康夫・宮崎又昭・大久保俊雄・坂本実・斎藤宏・白土勝彦共訳：『電子計
算機のための数学的方法』、１-274頁、鹿島研究所出版会、昭和47年２月。 
 
P. M. モース・L. W. ベーコン共編著、藤沢袈裟利・藤田忠・松行康夫共訳：『計量行政学―公共
システムのための OR―』、1-247頁、鹿島研究所出版会、昭和47年12月。 
 
山城章監修、藤沢袈裟利・松行康夫共著：『経営数学』、経営学全書第37巻、丸善、昭和50年４月。 
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A. ラルストン・H. S. ウィルフ共編、片岡信二監訳、平島秀治・西田修・足立暁生・中村剛・松行
康夫共訳：『電子計算機のための数学的方法Ⅱ』、１-273頁、鹿島研究所出版会、昭和50年５月。 
 
一瀬智司・松行康夫・根本和泰・矢島政之・直江重彦･原田行男共著：『都市経営論』、ダイヤモンド
経営学全書、ダイヤモンド社、昭和50年６月。 
 
B. ゴールド著、黒澤一清・真船洋之助・野本千秋･鈴木喬・松行康夫・中込賢明共訳：『管理経済学』、
千倉書房、昭和51年２月。 
 
林知己夫・松行康夫共著：『計量感覚―役立つ情報をつかみ出すために―』、プレジデント社、昭和
53年１月。 
 
マービン・ミンスキー他著、江崎玲於奈日本語版監修、松行康夫編集、小松崎清介・小林宏一･宮川
公男・松行康夫・中山隆夫･細野助博共訳：『コンピュータ・社会・経済―新情報社会の構想―』（シ
リーズ第１巻）、１-262頁、コンピュータ・エージ社、昭和55年11月。 
 
ダニエル・ベル他著、江崎玲於奈日本語版監修、松行康夫編集、西野博二・月尾嘉男・相磯秀夫・
田中穂積・坂村健・岡松壮三郎・高橋茂共訳：『コンピュータ・個人･生活―新情報社会への展望―』
（シリーズ第２巻）、１-254頁、コンピュータ・エージ社、昭和55年11月。 
 
ジェール・モーゼス他著、江崎玲於奈日本語版監修、松行康夫編集、石井治・名和小太郎･杉藤芳雄･
白井良明・間野暢興・槌屋治紀共訳：『コンピュータ・科学・技術―新情報社会の推進技術』（シリ
ーズ第３巻）、１-216頁、コンピュータ・エージ社、昭和55年11月。 
 
一瀬智司監修、松行康夫・武田益共編著：『都市経営論序説』、１-453頁、ぎょうせい、昭和58年11
月。 
 
坂田期雄・松行康夫他：『地方行革―成功のポイントと課題―』、中央法規出版、昭和60年11月。 
 
坂田期雄・松行康夫他：『地域活性化の戦略と実践』、中央法規出版、昭和60年11月。 
 
坂田期雄・松行康夫他：『高度情報化社会と自治体』、中央法規出版、昭和60年11月。 
 
G. サルベンディ編、日本能率協会 IE ハンドブック翻訳委員会、松行康夫、他共訳：『IE ハンドブッ
ク』、１-1150頁、日本能率協会、昭和61年６月。 
 
坂田期雄・松行康夫他：『役所活性化への挑戦―地方自治･分権・行革―』、ぎょうせい、昭和61年11
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月。 
 
坂田期雄・松行康夫他：『地域活性化への挑戦―地域経営と民間活力の活用―』、ぎょうせい、昭和
61年11月。 
 
坂田期雄・松行康夫他：『民活による公有地利用・こう進める―信託コンペ方式の実践例―』、ぎょ
うせい、昭和62年３月。 
 
松行康夫：『経営計画モデル』、税務経理協会、昭和63年２月。 
 
坂田期雄・松行康夫・茶谷達雄・宮崎重寿：『自治体における OA 化可能領域についての調査研究―
管理職のための OA 化マニュアル―』、１-157頁、自治日報社、昭和63年７月。 
 
安東誠一・大田弘子・及川昭伍・砕川福地郎・長坂寿久･深海由起子・松行康夫・神谷克己：『経済
のサービス化、国際化に対応した地域経済活性化の基本的戦略』、大蔵省印刷局、平成元年６月。 
 
地方自治経営学会編、磯村英一・石原信雄・長野士郎・細郷道一・恒松制治・首藤堯・荻田保・柴
田啓次・坂田期雄・松行康夫他：『ふるさと創生と地方分権』、新・地方自治経営シリーズ11、１-415
頁、ぎょうせい、平成２年４月。 
 
松行康夫：『経営情報論―CIM & SIS―』、１-297頁、創成社、平成２年10月。 
 
地方自治経営学会編、磯村英一・津田正・平松守彦・竹下登・柴田啓次・坪井良一・坂田期雄・松
行康夫・井上繁・阿部統他：『90年代の地方自治とふるさと創生』、新・地方自治経営シリーズ12、
１-312頁、ぎょうせい、平成3年4月。 
 
松行康夫監修著、国際電信電話株式会社・日本電気株式会社共編：『国際企業通信ハンドブック』、
１-369頁、工業調査会、平成３年12月。 
 
川野辺敏・友田泰正・瀬沼克彰・松行康夫・田中雅文・河上婦志子・俵実男･田中美子･伴恒信・世
古一穂：『キーワードで読む生涯学習の課題』、ぎょうせい、平成６年３月。 
 
岡田匡令・上山俊幸･江口武邦･錀山徹・佐々木邦弘・柴木恒一･白井孝夫･菅原光政・杉本淳・高林
茂樹・中島武彦･福永信彦・松行康夫・松行彬子：『第２種情報処理技術者試験基本用語辞典』、１-321
頁、評言社、平成６年３月。 
 
地方自治経営学会編、磯村英一・石原信雄・恒松制治・宮澤弘・高原須美子・坂田期雄・阿部孝夫・
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柴田啓次・松行康夫・三浦文夫・大熊由紀子他：『地方分権を担う人々』、地方自治経営シリーズ①、
１-230頁、新日本法規出版、平成６年８月。 
 
大槻朝雄・松行康夫・加藤茂夫・岩城豊・佐藤勝則・矢島壮一・他15名：『地質調査業の将来―地球
時代の知識情報サービスを目指して―』、1-161頁、（社）全国地質調査業協会連合会、平成８年９月。 
 
松行康夫・北原貞輔：『経営思想の発展―経営管理を中心として―』、勁草書房、１-238頁、平成９
年４月。 
 
松行康夫：「自己組織化システムとゆらぎを持つ経営管理」、『社会情報学のダイナミズム』所収、
141-157頁、富士通経営研修所、平成９年９月。 
 
松行康夫：「シミュレーション・ゲーミング理論と地方自治」、日本地方自治研究学会編、『地方自治
の先端理論』所収、勁草書房、平成10年３月。 
 
松行康夫：「広域行政に情報ネットワーク活用を」、恒松制治監修『地方自治の論点101』所収、時事
通信社、平成10年３月。 
 
松行康夫：「ダイオキシン汚染の恐怖―埼玉県所沢を例にして―」、北原貞輔、松行康夫共著『環境
経営論Ⅰ』所収、27-48頁、税務経理協会、平成10年４月。 
 
松行康夫：「小布施町の内発型まちづくり」、北原貞輔、松行康夫共著『環境経営論Ⅰ』所収、132-156
頁、税務経理協会、平成10年４月。 
 
松行康夫・涌田宏昭：「電気・電子機器製造業の環境経営」、松行康夫・北原貞輔共編著『環境経営
論Ⅱ』所収、147-178頁、税務経理協会、平成11年１月。 
 
川村庄吾、松行康夫：「ポピュリズムによる長井市のまちづくり」、松行康夫・北原貞輔共編著『環
境経営論Ⅱ』、税務経理協会、179-204頁、平成11年１月。 
 
松行康夫：「持続可能な経営に向けて」、松行康夫・北原貞輔共編著『環境経営論Ⅱ』、税務経理協会、
305-332頁、平成11年１月。 
 
松行康夫・松行彬子：『経営情報論 ―経営管理と情報技術―［増補版］』、1-329頁、創成社、平成
12年４月。 
 
松行康夫：「電子自治体はすぐそこに―行政イノベーションの時代が始まった―」、恒松制治監修『新
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地方自治の論点106』、384-387頁、時事通信社、平成14年４月。 
 
松行康夫、松行彬子：『組織間学習論―知識創発のマネジメント―』、１-288頁、白桃書房、平成14
年５月（日本地域学会学会賞著作賞受賞）。 
 
松行康夫：「ゼロエミッションと持続可能な企業経営」（第14章３、４）、山谷修作編著『循環型社会
の公共政策』所収、235-238頁、中央経済社、平成14年７月。 
 
松行康夫：「行政と交渉過程」、日本交渉学会編『交渉ハンドブック』所収、23-26頁、東洋経済新報
社、平成15年９月。 
 
松行康夫：「環境と交渉―ダイオキシン問題―」、日本交渉学会編『交渉ハンドブック』所収、110-119
頁、東洋経済新報社、平成15年９月。 
 
松行康夫・松行彬子共著：「コーポレート・ガバナンスにおける交渉」、日本交渉学会編『交渉ハン
ドブック』所収、171-176頁、東洋経済新報社、平成15年９月。 
 
松行康夫・松行彬子共著：「企業不祥事と危機管理の交渉―雪印乳業と参天製薬の事例―」、日本交
渉学会編『交渉ハンドブック』所収、177-184頁、東洋経済新報社、平成15年９月。 
 
松行康夫・松行彬子：『公共経営学―市民、行政、企業のパートナーシップ―』、１-218頁、丸善株
式会社、平成16年３月。 
 
松行康夫・松行彬子：『価値創造経営論―知識イノベーションと知識コミュニティ―』、１-192頁、
税務経理協会、平成16年５月、（日本ナレッジマネジメント学会研究奨励賞受賞）。 
 
松行康夫：『進化経営学―生命プロセスの認識―』、１-198頁、白桃書房、平成18年11月。 
 
松行康夫：「ケンブリッジ大学における産学連携とパートナーシップによる技術移転メカニズム」、
東洋大学経営力創成センター編：『企業競争力の研究』所収、119～133頁、中央経済社、平成19年３
月、 
 
学術研究論文 
学会誌研究論文等 
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